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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エレベータの地震時管制運転後に診断運転を実施する区間を、エレベータの全昇降行程
の一部に限定した優先診断区間、及び、全昇降行程のうち、前記優先診断区間を除く所定
の範囲に限定した通常診断区間に分けて設定する診断運転区間設定部と、
　地震時管制運転が実施された後、前記優先診断区間のみ診断運転を実施し、所定の条件
下、前記優先診断区間内の所定の範囲に限定してエレベータの通常運転を再開させるとと
もに、前記優先診断区間内での通常運転が再開された後、前記通常診断区間の診断運転を
実施して、所定の条件下、前記通常診断区間内の所定の範囲にまで広げてエレベータの通
常運転を再開させる診断運転制御部と、
を備えたことを特徴とするエレベータの制御装置。
【請求項２】
　通常運転時におけるエレベータの運行状況を記憶する運行状況記憶部と、
を備え、
　診断運転区間設定部は、前記運行状況記憶部に記憶された運行状況に基づいて、優先診
断区間及び通常診断区間をそれぞれ設定することを特徴とする請求項１に記載のエレベー
タの制御装置。
【請求項３】
　診断運転区間設定部は、通常診断区間を、優先順位を付して複数の区間に分けて設定し
、
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　診断運転制御部は、優先診断区間内での通常運転が再開された後、優先順位の高い前記
通常診断区間から順に診断運転を実施して、所定の条件下、通常運転を再開させる区間を
、診断運転が終了した前記通常診断区間内の所定の範囲にまで順次広げる
ことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載のエレベータの制御装置。
【請求項４】
　診断運転制御部は、全昇降行程の一部区間において通常運転が再開された後、エレベー
タが所定期間利用されない場合に、診断運転の未実施区間において診断運転を開始するこ
とを特徴とする請求項１から請求項３の何れかに記載のエレベータの制御装置。
【請求項５】
　診断運転区間設定部は、エレベータが同一ビルに複数台設置されている場合に、優先診
断区間内の通常運転が再開された各エレベータを利用して、前記ビルの全昇降行程を昇降
することができるように、前記優先診断区間を設定することを特徴とする請求項１から請
求項４の何れかに記載のエレベータの制御装置。
【請求項６】
　エレベータの地震時管制運転後に診断運転を実施する区間を、エレベータの全昇降行程
の一部に限定した優先診断区間、及び、全昇降行程のうち、前記優先診断区間を除く所定
の範囲に限定した通常診断区間に分けて設定するステップと、
　地震時管制運転が実施された後、前記優先診断区間のみ診断運転を実施し、所定の条件
下、前記優先診断区間内の所定の範囲に限定してエレベータの通常運転を再開するステッ
プと、
　前記優先診断区間内での通常運転が再開された後、前記通常診断区間の診断運転を実施
して、所定の条件下、前記通常診断区間内の所定の範囲にまで広げてエレベータの通常運
転を再開するステップと、
を備えたことを特徴とするエレベータの制御方法。
【請求項７】
　通常運転時に、エレベータの運行状況を記憶するステップと、
を備え、
　優先診断区間及び通常診断区間は、通常運転時に記憶された前記運行状況に基づいてそ
れぞれ設定されることを特徴とする請求項６に記載のエレベータの制御装置。
【請求項８】
　通常診断区間は、優先順位が付されて複数の区間に分けて設定されるとともに、
　優先診断区間内での通常運転が再開された後、優先順位の高い前記通常診断区間から順
に診断運転を実施して、所定の条件下、通常運転を再開させる区間を、診断運転が終了し
た前記通常診断区間内の所定の範囲にまで順次広げるステップと、
を備えたことを特徴とする請求項６又は請求項７に記載のエレベータの制御方法。
【請求項９】
　全昇降行程の一部区間において通常運転が再開された後、エレベータの利用の有無を判
定するステップと、
　一部区間で再開された通常運転時に、エレベータが所定期間利用されない場合に、診断
運転の未実施区間において診断運転を開始するステップと、
を備えたことを特徴とする請求項６から請求項８の何れかに記載のエレベータの制御方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、地震時管制運転を実施した後、エレベータの運転を再開させるために診断
運転を実施するエレベータの制御装置及び制御方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　地震時管制運転の機能を備えたエレベータでは、地震感知器によって地震の揺れが感知
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されると、その地震の規模（建築物の加速度等）に応じて、最寄り階停止等の救出運転が
実施される。そして、従来では、地震によってエレベータに何らかの損傷が発生している
恐れがある場合、即ち、所定の規模の地震が発生した場合には、エレベータは最寄り階停
止後に運転休止状態となり、専門のエレベータ保守員による点検作業が実施されるまで、
上記運転休止状態が継続されていた。
【０００３】
　上記構成のエレベータでは、所定の規模の地震が発生すると通常の運転が再開されるま
でにかなりの時間を要してしまい、エレベータのサービスを大幅に低下させてしまう。そ
こで、最近では、上記問題を解決するため、また、地震時におけるエレベータ保守員の負
担を軽減させるため、地震時管制運転後に所定の条件下で診断運転を実施し、かかる診断
運転においてエレベータの異常が検出されなかった場合に、エレベータを自動で復旧させ
る機能を備えたエレベータも実現されている。このようなエレベータでは、例えば、最寄
り階停止後に余震対策のために更に数分程度その乗場でかごを待機させた後、運転休止状
態のエレベータの地震感知器をリセットして、定格速度よりも遅い速度（以下、「低速」
という）で診断運転を実施する。
【０００４】
　なお、診断運転を低速で実施するのは、かごの昇降速度を下げることによって高精度及
び高信頼度の診断（異常検出）を実現するため、及び、エレベータの異常検出時における
かごの停止距離を短くすることによって、被害を最小限に抑えるため、という理由による
ものである。
【０００５】
　また、地震管制運転後に所定の条件下で診断運転を実施するエレベータの従来技術とし
て、所定の規模の地震が発生した場合に、レール間隔等を光センサ等によって計測して運
転を継続させることが可能であるか否かを判断するとともに、運転の継続が可能と判断し
た場合に、かごを±１０００ｍｍの範囲で低速上下運転させ、かかる低速上下運転でも異
常が検出されなかった場合に、通常の運転に復帰させるようにしたものが提案されている
（例えば、特許文献１参照）。
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－１７１４２３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来のエレベータでは、診断運転を低速で実施するため、昇降行程が長い場合や診断運
転を複数回実施する場合に、診断運転にかなりの時間を要し通常運転への復帰が遅れると
いった問題があった。なお、エレベータの早期復旧を図るために診断運転時のかご速度を
上昇させると、異常発生時の被害が大きくなり、結果的に復旧が更に遅延する恐れがあっ
た。
【０００８】
　また、特許文献１記載のものでは、光センサによるレール間隔等の計測、及び±１００
０ｍｍの範囲で実施される低速上下運転の双方によって異常が発見されなければ通常運転
に復帰させるという根拠が不明であり、通常運転に復帰した後、かごが上記低速上下運転
以外の範囲に移動した際に、不具合が発生してしまう恐れがあった。かかる場合、かごは
不具合発生時に定格速度で走行しているため、昇降路内機器類の破損や制御ケーブルの切
断等が発生し、被害が更に拡大する恐れがあった。
【０００９】
　特願２００６－２７７９２７は、従来のエレベータにおける上記課題及び特許文献１記
載のエレベータにおける上記課題を解決するために、本出願の出願人によって出願された
ものである。かかるエレベータでは、地震時管制運転後にエレベータの全昇降行程の一部
に限定して診断運転を実施し、その診断運転で異常が検出されない場合に、例えば、上記
診断区間内の所定の範囲に限定して、エレベータを通常運転に復帰させている。
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【００１０】
　このエレベータによれば、地震時管制運転後に早期に且つ安全にエレベータの運転を再
開させることが可能になる。しかし、エレベータの運転が一部区間しか再開されないため
に運行効率が悪く、その後にエレベータ利用者が増加すると、利用者はエレベータを利用
するために長時間待たされたり、定員オーバー等によって途中階からの利用が著しく制限
されたりするといった問題があった。
【００１１】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、その目的は、地震時
管制運転後、エレベータの運転を、全昇降行程の一部に限定して早期に且つ安全に再開さ
せることができるとともに、その後、運転の再開区間を早期に拡大して、エレベータのサ
ービス低下を防止することができるエレベータの制御装置及び制御方法を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この発明に係るエレベータの制御装置は、エレベータの地震時管制運転後に診断運転を
実施する区間を、エレベータの全昇降行程の一部に限定した優先診断区間、及び、全昇降
行程のうち、優先診断区間を除く所定の範囲に限定した通常診断区間に分けて設定する診
断運転区間設定部と、地震時管制運転が実施された後、優先診断区間のみ診断運転を実施
し、所定の条件下、優先診断区間内の所定の範囲に限定してエレベータの通常運転を再開
させるとともに、優先診断区間内での通常運転が再開された後、通常診断区間の診断運転
を実施して、所定の条件下、通常診断区間内の所定の範囲にまで広げてエレベータの通常
運転を再開させる診断運転制御部と、を備えたものである。
【００１３】
　この発明に係るエレベータの制御方法は、エレベータの地震時管制運転後に診断運転を
実施する区間を、エレベータの全昇降行程の一部に限定した優先診断区間、及び、全昇降
行程のうち、優先診断区間を除く所定の範囲に限定した通常診断区間に分けて設定するス
テップと、地震時管制運転が実施された後、優先診断区間のみ診断運転を実施し、所定の
条件下、優先診断区間内の所定の範囲に限定してエレベータの通常運転を再開するステッ
プと、優先診断区間内での通常運転が再開された後、通常診断区間の診断運転を実施して
、所定の条件下、通常診断区間内の所定の範囲にまで広げてエレベータの通常運転を再開
するステップと、を備えたものである。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明によれば、地震時管制運転後、エレベータの運転を、全昇降行程の一部に限定
して早期に且つ安全に再開させることができるとともに、その後、運転の再開区間を早期
に拡大して、エレベータのサービス低下を防止することができるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　この発明をより詳細に説明するため、添付の図面に従ってこれを説明する。なお、各図
中、同一又は相当する部分には同一の符号を付しており、その重複説明は適宜に簡略化な
いし省略する。
【００１６】
実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１におけるエレベータの制御装置を示す全体構成図である
。図１において、１はエレベータ昇降路内を昇降するかご、２は昇降路内をかご１とは逆
方向に昇降する釣合い重り、３はかご１及び釣合い重り２を釣瓶式に懸架する主ロープ、
４は主ロープ３の一部が巻き掛けられた巻上機の駆動綱車、５は上記巻上機の制御等、エ
レベータの全体制御を司る制御装置である。
【００１７】
　６はエレベータが備えられた建築物の揺れを感知する地震感知器である。この地震感知
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器６は、例えば、２次元加速度計で構成され、建築物上部のエレベータ機械室や昇降路ピ
ット部に設置される。また、地震感知器６によって所定の規模の揺れが感知されると、地
震感知器６から制御装置５に対して地震情報が出力される。制御装置５では、地震感知器
６から地震情報が入力されることにより、その地震の規模に応じて最寄り階停止等といっ
た乗客を救出するための地震時管制運転を実施する。
【００１８】
　次に、上記制御装置５の具体的な構成について説明する。
　制御装置５には、例えば、運行制御部７、運行状況記憶部８、診断運転区間設定部９、
診断運転区間制御部１０、診断運転制御部１１が備えられている。運行制御部７は、エレ
ベータ運転時における各種機器類の制御を司り、種々の指令に基づいて、エレベータの通
常運転、上記地震時管制運転、地震時管制運転後にエレベータを通常運転に復帰させるた
めの診断運転を実施する。運行状況記憶部８は、エレベータの運行状況を検出及び記憶す
る機能を有する。例えば、運行状況記憶部８は、釦呼び（かご呼び、乗場呼び）の状況や
停止階別の乗降者人数、車椅子釦の利用回数等に基づいて、通常運転時のエレベータの運
行情報を記憶する。
【００１９】
　診断運転区間設定部９は、地震時管制運転後に診断運転を実施する区間（以下、「診断
区間」という）を設定する機能を有する。診断運転区間設定部９は、診断区間を、優先診
断区間と通常診断区間とに分けて設定する。上記優先診断区間は、地震時管制運転直後に
診断運転を優先的に実施する区間として、エレベータの全昇降行程の一部に限定して設定
される区間である。また、通常診断区間は、上記優先診断区間の診断運転が終了した後に
診断運転を実施する区間のことを意味し、例えば、エレベータの全昇降行程のうち、上記
優先診断区間を除いた所定の範囲に限定した区間（全昇降行程のうち優先診断区間を除く
全区間、或いは、この全区間の一部）に設定される。
【００２０】
　なお、昇降行程が長いエレベータでは、上記通常診断区間を、優先診断区間の診断運転
の終了後に診断運転を実施する第１通常診断区間、この第１通常診断区間の診断運転の終
了後に診断運転を実施する第２通常診断区間、第２通常診断区間の診断運転の終了後に診
断運転を実施する第３通常診断区間のように、優先順位が付された複数の区間で構成して
も良い。なお、この優先順位は診断運転を実施する順序を意味する。
【００２１】
　また、優先診断区間及び通常診断区間は、例えば、利用者の多い階床や地震による被害
が発生し易い階床等の情報に基づいて地震発生前に予め設定されている固定区間であって
も良いし、地震発生前の通常運転時或いは地震発生直後に、運行状況記憶部８に記憶され
た運行情報等に基づいてそれぞれ設定される変動区間であっても良い。変動区間とするこ
とにより、優先診断区間と通常診断区間とを、より最近のエレベータ利用に即した区間に
設定することができるようになる。１２は診断運転区間設定部９の設定内容を外部からの
操作によって修正、変更するデータ設定装置を示している。
【００２２】
　診断運転区間制御部１０は、診断運転区間設定部９によって設定された診断区間（優先
診断区間、通常診断区間）に基づいて、実際に診断運転を実施する区間を制御する機能を
有する。即ち、診断運転区間制御部１０は、地震時管制運転が終了した直後は上記優先診
断区間を、また、優先診断区間の診断運転が終了した後は通常診断区間を（通常診断区間
が複数設定されている場合には、通常診断区間のうち優先順位の高いものから順に）、実
際に診断運転を実施する区間として選択する。
【００２３】
　そして、診断運転制御部１１は、所定の条件下、診断運転区間制御部１０によって制御
（選択）された診断区間に基づいて、診断運転を制御する。即ち、診断運転制御部１１は
、地震時管制運転終了後、運行制御部７に対して指令を出力し、先ず、優先診断区間のみ
診断運転を実施する。そして、優先診断区間の診断運転において何ら異常が発見されなけ
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れば、上記優先診断区間内の所定の範囲（優先診断区間全体を含む）に限定して、エレベ
ータを通常運転に復帰させる。
【００２４】
　また、診断運転制御部１１は、優先診断区間内での通常運転を再開させた後、エレベー
タの現在の運行状況等を考慮しながら通常診断区間の診断運転を実施する。そして、この
通常診断区間の診断運転において何ら異常が発見されなければ、通常診断区間内の所定の
範囲にまで、通常運転の再開区間を広げる。即ち、通常運転に復帰させる区間を、優先診
断区間及び通常診断区間に跨る所定の範囲に拡大する。
【００２５】
　なお、通常診断区間が複数の区間に分けて設定されている場合には、診断運転制御部１
１は、一部区間の通常運転が再開された後、第１通常診断区間から診断運転を実施する。
そして、第１通常診断区間の診断運転において何ら異常が検出されなければ、第１通常診
断区間内の所定の範囲にまで広げてエレベータの通常運転を再開させる。その後、第２通
常診断区間において診断運転を実施し、同様に、通常運転を再開させる区間を、第２通常
診断区間内の所定の範囲にまで拡大する。このようにして、優先順位の高い通常診断区間
から順に診断運転を実施し、通常運転を再開させる区間を、診断運転が終了した通常診断
区間へと順次広げていく。
【００２６】
　次に、上記構成を有するエレベータの制御装置５の動作について説明する。
　図２はこの発明の実施の形態１におけるエレベータの制御装置の動作を示すフローチャ
ートであり、上記診断区間（優先診断区間、通常診断区間）が、予め所定の区間に設定さ
れている場合を示したものである。なお、診断区間は、エレベータの保守員等により、予
め診断運転区間設定部９に設定される。
【００２７】
　エレベータの通常運転時に地震が発生すると、地震感知器６によって地震の揺れが感知
される。地震感知器６では、所定値を超える揺れを感知すると、制御装置５に対して地震
情報を出力する（Ｓ１０１）。制御装置５では、地震感知器６からの地震情報に基づいて
、運行制御部７が地震時管制運転を開始し、例えば、最寄り階停止後に戸開動作を行い、
閉じ込めの発生を防止する（Ｓ１０２）。
【００２８】
　地震時管制運転が終了すると、制御装置５は、エレベータを通常運転に自動復帰させる
ための診断運転を開始する（Ｓ１０３）。なお、エレベータが診断運転の対象ではない場
合、エレベータは、地震時管制運転終了後、専門技術者による手動復旧がなされるまで運
転が休止される（Ｓ１０４）。
【００２９】
　エレベータが診断運転の対象である場合、制御装置５では、先ず、診断運転区間設定部
９による診断区間の設定（機能）があるか否かが判断される（Ｓ１０５）。ここで、診断
区間の上記設定機能がない場合、診断区間を昇降行程の一部区間のみに限定することがで
きないため、運行制御部７は、従来通り、全昇降行程に渡る診断運転を実施する（Ｓ１０
６）。そして、かかる診断運転において異常が発見された場合には、診断運転を中止して
、専門技術者による手動復旧がなされるまで運転を休止する（Ｓ１０７、Ｓ１０８）。ま
た、上記診断運転で何ら異常が検出されなければ、全昇降行程を対象にエレベータを通常
運転に復帰させ、サービスを再開させる（Ｓ１０９）。
【００３０】
　一方、診断運転区間設定部９による診断区間の設定機能がある場合、診断運転制御部１
１は、診断運転区間制御部１０によって制御された診断区間に基づいて、診断運転を制御
する。即ち、地震時管制運転直後であれば、診断運転区間制御部１０によって、先ず、診
断運転を実施する区間として優先診断区間が選択され、この優先診断区間のみを対象とし
た診断運転が行われる（Ｓ１１０）。そして、この優先診断区間のみを対象とした診断運
転において異常が検出されなければ、診断運転が終了した後、全昇降行程の一部、例えば
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、診断運転において異常が検出されなかった上記優先診断区間内の所定の範囲（優先診断
区間全体を含む）に限定して、通常運転を再開させる（Ｓ１１１、Ｓ１１２）。なお、上
記診断運転で異常が検出されれば、Ｓ１０４に進み、診断運転を中止する。
【００３１】
　全昇降行程の一部区間（例えば、上記優先診断区間内の所定の範囲）において通常運転
が再開されると、制御装置５では、この一部区間で再開された通常運転において、エレベ
ータの利用の有無を判断する（Ｓ１１３）。そして、制御装置５は、一部区間で再開され
た通常運転時に、エレベータの利用が所定期間検出されなくなると、診断運転の未実施区
間における診断運転を順次開始する。即ち、先ず、診断運転が全昇降行程で完了している
か否かを判断し（Ｓ１１４）、診断運転の未実施区間がある場合には、エレベータの運転
モードを通常運転から診断運転に切り換えて（Ｓ１１５）、上記未実施区間の診断運転を
開始する。
【００３２】
　例えば、優先診断区間のみ診断運転が完了している場合には、診断運転区間制御部１０
によって、診断運転を実施する区間として通常診断区間（通常診断区間が複数設定されて
いる場合には、通常診断区間のうち優先順位の高いものから順に）が選択され、この通常
診断区間のみを対象とした診断運転が行われる。なお、かかる診断運転において何ら異常
が検出されなければ、上記診断運転が終了した後、診断運転が終了して安全が確認された
区間内の所定の範囲（診断運転が終了した全区間を含む）に限定して、通常運転が再開さ
れる。そして、上記手順によって未実施区間の診断運転を順次実施し、最終的に全昇降行
程における診断運転が完了すると、Ｓ１０９に進んで、全昇降行程を対象にエレベータを
通常運転に復帰させる。
【００３３】
　この発明の実施の形態１によれば、地震時管制運転後、エレベータを優先診断区間に限
定して早期に且つ安全に通常運転に復帰させることができるとともに、その後、通常運転
の再開区間を早期に通常診断区間にまで拡大することができる。したがって、通常運転復
帰後のエレベータの運行効率の悪化を防止でき、快適なサービスを提供できるようになる
。また、通常診断区間を複数の区間に分けて設定した場合には、短時間で各区間の診断運
転を終了させることができるため、エレベータが長時間に渡って使用できなくなるといっ
た不具合を防止できる。このため、エレベータが高層ビル等に設置されている場合には、
特に有効な手段となる。
【００３４】
　また、診断運転区間設定部９内の設定内容をデータ設定装置１２によって修正及び変更
可能に構成しておくことにより、ビル居住者等の特性を考慮した設定が可能となり、更に
サービスを向上させることができるようになる。
【００３５】
　なお、図２では、通常診断区間の診断運転時に何らかの異常が発見されると、エレベー
タの運転が休止される（Ｓ１０４）場合について示しているが、かかる場合には、それま
でに診断運転が終了して安全が確認されている区間のみ通常運転を継続させるように構成
しても良い。
【００３６】
実施の形態２．
　図３はこの発明の実施の形態２におけるエレベータの制御装置の動作を示すフローチャ
ートであり、診断区間（優先診断区間、通常診断区間）を、運行状況記憶部８に記憶され
た運行情報に基づいてそれぞれ設定する場合を示している。なお、かかる場合、運行状況
記憶部８は、通常運転時にエレベータの運行状況を検出及び記憶し、例えば、所定期間毎
にその内容を更新しておく。
【００３７】
　図１のＳ１０１乃至Ｓ１０９までの動作は、実施の形態２においても同様である。Ｓ１
０５において診断運転区間設定部９による診断区間の設定機能があると判定されると、制
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予め診断区間が定まっている場合は、その設定された区間が優先されて診断運転が開始さ
れる（Ｓ２０２）。
【００３８】
　一方、診断区間が予め決まっていない場合、診断運転区間設定部９は、運行状況記憶部
８に記憶されている運行状況及び所定の算出式等に基づいて、診断区間（優先診断区間、
通常診断区間）を算出する（Ｓ２０３乃至Ｓ２０５）。そして、診断運転制御部１１は、
診断運転区間設定部９によって算出された上記診断区間に基づいて、図１におけるＳ１１
０乃至Ｓ１１５の動作を実施する（Ｓ２０６）。なお、運行状況記憶部８内の運行状況等
から診断区間の算出ができない場合には、全昇降行程を対象に診断運転を実施し、エレベ
ータを通常運転に復帰させる（Ｓ２０７）。
【００３９】
　この発明の実施の形態２によれば、診断区間（優先診断区間、通常診断区間）を通常運
転時の運行状況に基づいて設定することができるため、刻々と変化するビルの特性に対応
できるようになる。例えば、ビルのテナントの出入りが激しいビルや、車椅子利用者が頻
繁にビルに出入りするようになった場合等でも、その状況に合わせた診断区間の設定が可
能となる。
【００４０】
実施の形態３．
　図４はこの発明の実施の形態３におけるエレベータの制御装置の機能を説明するための
図であり、エレベータが同一ビルに複数台（図４においては３台）設置されている場合を
示している。かかる場合、制御装置５は、例えば、図６（ａ）に示すように、優先診断区
間内の通常運転が再開された際に、各エレベータを乗り継いで当該ビルの全昇降行程を移
動することができるように、優先診断区間を設定する。かかる構成によれば、地震発生直
後においても、エレベータを利用した全昇降行程の移動が可能となり、利便性を向上させ
ることができる。例えば、車椅子利用者であっても、エレベータを利用してビルの各階に
移動することが可能となる。
【００４１】
　また、制御装置５は、図６（ｂ）に示すように、特に利用者の多い区間（例えば、図６
（ｂ）に示す場合では、１Ｆ～１０Ｆ）を必ず含むように優先診断区間を設定する。この
構成によれば、運行効率の低下を防止でき、より良いサービスを多くの利用者に提供でき
るようになる。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】この発明の実施の形態１におけるエレベータの制御装置を示す全体構成図である
。
【図２】この発明の実施の形態１におけるエレベータの制御装置の動作を示すフローチャ
ートである。
【図３】この発明の実施の形態２におけるエレベータの制御装置の動作を示すフローチャ
ートである。
【図４】この発明の実施の形態３におけるエレベータの制御装置の機能を説明するための
図である。
【符号の説明】
【００４３】
　１　かご、　２　釣合い重り、　３　主ロープ、　４　駆動綱車、　５　制御装置、
　６　地震感知器、　７　運行制御部、　８　運行状況記憶部、
　９　診断運転区間設定部、　１０　診断運転区間制御部、　１１　診断運転制御部、
　１２　データ設定装置、
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